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地域コミュニティづくりにおける女性参画の
実践と制度的背景

─奈良県桜井市朝倉台「わんぱくキッズ＆ママ」を事例に─

小野田 和 子
（大学院研修者）

1 ．問題関心：女性参画における政策サポートの
必要性
　「女性参画」が世界的に注目されるようになる
のは、1975年国連の「国際婦人年」を記念して開
催された第 1回「国際世界女性会議」において、
女性が国の開発や国際平和の確保・維持に参加す
るために必要な30の原則を宣言したことに始まる。
この会議では家庭、職場、共同社会、国家、世界
とあらゆる分野における女性の役割の重要性が強
調された（関．2001；74）。そして1979年には「女
子差別撤廃条約」が採択されるなど、女性の地位
向上が世界共通の目標となると、重点目標として
各国の法整備・政策決定への参加等、女性の社会
的・経済的開発への参加の為の政治的・社会的状
況への改善が始まった（関．2001；78-79）。
　一方、日本で「男女共同参画」という言葉は、
婦人問題企画推進本部が1987年 5 月に「男女共同
参加型システムの形成」を提言し、1991年 4 月の
婦人問題企画推進有識者会議の提言の中で「男女
共同参画」が用いられた事に始まる1）。1999年 6
月に成立した「男女共同参画社会基本法」では基
本理念が定められ、国、地方公共団体、国民の責
務を明確化し、施策の基本事項を規定している。
これによって総合的・計画的に男女共同参画を推
進するように定めたのである（関．2001；142-
145）。これに合わせ、奈良県桜井市では2015年に
「桜井市子ども・子育て支援事業計画」2）を策定し、
乳幼児から小学生を中心とした子育て支援体制の
整備と、子育て家庭への様々な施策を展開してい
る。しかし、出生率の上昇につながらないどころ
か、共働き世帯が増えるなど、子育て環境が厳し

さを増す中、さらなる子育て支援の重要性が増し
てきている。
　このように国際社会では社会や家庭での性別役
割分業の否定や女子差別撤廃等、女性の地位向上
に向けての機運が高まる中、日本政府も「男女共
同参画」社会の実現に向けた動きを加速させてき
た。地方自治体もこれに合わせて地域での取り組
みを後押しすべく施策等を進めている。これが現
状である。
　そこで本論文では奈良県桜井市朝倉台を事例に、
地域活動における女性参画に注目し、とりわけ新
たなコミュニティ再生における女性参加と国・自
治体の政策との関係に焦点を当てる。朝倉台は典
型的なニュータウンで、2006年より子育てに悩む
母親の声に寄り添ったボランティアの住民によっ
て子育て支援活動「わんぱくキッズ＆ママ」が始
まっている。この「わんぱくキッズ＆ママ」を開
催した当事者達は、参加した親子が将来朝倉台を
支える存在となる事を夢見、心のどこかで若者世
代が朝倉台の大事な財産となり強い絆が結ばれる
事を思い描いていた。そのような朝倉台の「わん
ぱくキッズ＆ママ」の事例分析を通じて、女性参
加および子育て世代参加について考察する。この
分析は、同時代に全国的に開発された多くの
ニュータウンが共通して経験した地域課題に通じ
ることだろう。そして本論文の事例分析において
特に焦点としたいのは①地域における女性・子育
て世代参画の必要性、②国による政策サポートの
必要性である。
　以上の問題関心を踏まえて、 2節で郊外都市お
よび市民活動の先行研究を論じ、 3節で朝倉台の
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歴史的経緯と現状を概説する。そのうえで、 4節
では「わんぱくキッズ＆ママ」の展開と分析を行
う。最後の 5節では、それまでに得られた知見を
基に本論文の結論を述べる。

2 ．郊外都市とまちづくり市民活動の研究動向
　日本では、1960年代の高度経済成長期以降、大
都市の郊外にニュータウン建設が進められた。そ
のニュータウンでは性別分業体制が進み、男性は
サラリーマンとして郊外から都心へ通勤し、女性
は専業主婦として家事労働と子育てに専念すると
いったライフスタイルが多く見られるようになっ
た。それから30年が経った1994年頃から、早くも
ニュータウンでは人口減少が始まり、1997年から
は急激な高齢化が進む中で、地域コミュニティで
は男性だけでなく女性参画の必要性がクローズ
アップされるようになった。
　地域コミュニティについては社会学において研
究が進んでおり、森岡（2008）は「都市社会学」
の立場から、新しい「地域社会」の概念を、広義
には居住地を中心に拡がる一定範域の空間・社会
システムを意味し、居住地を基点とし基礎自治体
という行政区画を最大の空間的範域とする重層的
空間構成をとり、その空間内に共同問題を処理す
るためのシステムないし諸関係を要素として成立
する社会だと論じている。また「コミュニティ」
は望ましい地域社会像を意味する社会学の期待概
念だとも言っている。日本における郊外研究は
1950年代から60年代に展開されはじめ中村
（1962）は地域集団をテーマに都市全体に通底す
る問題を検討した。1960年代に入ると郊外研究は
コミュニティ論（倉沢進や奥田道大）に継承され
る。また、郊外の固有性に着目した団地調査（都
立大学；磯村・大塩編：1957）や日本住宅公団建
築部委託調査（辻村ほか；1960-62）も存在して
おり、それらの研究では団地内での人間関係が淡
白で弱いことが指摘されている。その後も多くの
郊外研究が展開されているが、三隅（2001）は社
会学における郊外研究に重なる論点として「均質
性と共同性」をあげ、「生物学的特性としての均
質性と、行為・関係を主要素とする共同性との二
項関係は、郊外を捉える基本的な社会学的視点を

構成している」（三隅，2001：10）と指摘している。
また、高木（2004）は郊外住宅地を対象とした社
会学的研究を整理し、日本の都市社会学が郊外を
どのように捉えてきたのか・郊外とは何か・どの
ような視点研究が求められているかを検討した。
その中で郊外の地理的な位置付けに対応した研究
として、西澤（2000）が郊外を都市の空間的広が
りと定義して、都市の一部分であるとしているこ
とを挙げている。そして、この見解は全体社会と
しての特性の側面と・部分社会と異なる固有性の
側面に対応した研究の必要性を主張していると云
う。
　高木（2004）によると、日本の郊外研究に影響
を与えた海外の郊外研究としてはフィッシャーな
どが挙げられるという。郊外の固有性に着目した
フィッシャーは都心からの距離に着目し、遠いほ
ど人々の生活を局所化する事、影響が女性・高齢
者・低所得者など特定の人々に顕著に表れる事を
指摘している。このフィッシャーの問題意識を日
本の郊外で検証した松本（1995）は郊外住宅地に
ついて地域的に集中している女性のネットワーク
について密度は高いが、趣味的な下位文化の生成
にとどまっており、精神的な絆とはなりにくいと
指摘している。
　これらの先行研究に対して本研究で扱う朝倉台
では、日常的な人間関係が希薄であることが、子
育ての不安や悩みにつながっていた。その点では
松本（1995）の指摘に共通するが、一方で「わん
ぱくキッズ＆ママ」の活動は、多くの地域団体が
協力体制を組み、朝倉台の全地域を対象に子育て
支援活動が行われた女性ボランティア中心の活動
であった。朝倉台は孤立と連帯の多重性を持った
地域であるといえよう。
　社会学以外に目を向けると山崎（2006）は「地
域」とは人々が生活し、地域住民自治組織が形成
されていく場所であると述べ、熊本（2019）は「可
能性と課題」について考察し、地域社会の持続可
能性を実現するためには、住民や住民組織が合意
形成し、自主・自立的に共有資源の運営管理を進
めることが必要であると論じている。また都市計
画論では田中・他（2004）は、ニュータウンの持
続可能性に向けた課題として、市民参加の必要性
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や人材発掘、交流の必要性、今後のまちづくりの
担い手の育成を挙げている。さらに、角野（2022）
は郊外住宅地の持続可能性には「担うこと」の意
味と内容の変化をどう受け止めるかが問われてい
る、中若年層の転入が無い限り戸建て住宅地の持
続は困難であると断じている。農村計画学から地
域づくりと女性参画を論じた三橋（2018）は「地
域づくり、計画づくりへの女性参画」を実践学と
しての農村計画学の課題としてとらえ、女性参画
は地域活性化、持続性確保の必修科目であり、そ
の積極的な推進をうたっている。また「地域学」
では藤井・他（2008）が地域課題の解決を図るこ
とを通じた住民の意識改革が最重要課題であると
述べている。
　女性参画を考えるためにはジェンダーの視点が
不可欠である。この点で地域社会とジェンダーに
ついて中道（2001）は、農村女性問題でのジェン
ダーは新しい分析・活動手法で研究の重要な基礎
であるとし、ジェンダー視点による問題点への配
慮の重要性を述べる。そしてジェンダー研究は
「女性」だけではなく、「男性」に込められた意味
を再考するものでもあり、多様な地域の担い手の
役割を見直すことであると論じている。また山崎
（2006）は女性の視点でのまちづくり（コミュニ
ティづくり）の重要性を指摘しているほか、土田
（2007）は女性が手を結び女性問題（課題）に取
り組む必要性を論じている。この土田（2007）の
議論は本論文で検討する「わんぱくキッズ＆マ
マ」の活動の有用性を示唆するものである。また、
大山・国広（2010）は、女性参画は生きにくさに
気付き、他者と問題を共有し、人と人との繋がり
を紡ぐ＝社会資本とする事で進められると論じて
いるが、これは「わんぱくキッズ＆ママ」の事例
が意図する解決策の一つに通じている。さらに
「わんぱくキッズ＆ママ」は、「子どもの遊ぶ権利
のための国際協会（IPA）」日本支部の代表である
梶木典子氏が言う「斜めの関係」（親以外の人と
の関係）を目指しており、梶木氏はそれを作れる
居場所の重要性も指摘している（朝日新聞2023年
10月19日）。
　土田（2007）は女性の地位向上が地域の活性化
を導き、地域の希望に繋がる可能性を持つという。

そして、行政と市民が主体的に協働し地域の課題
に取り組む中で平等化を実現すると述べている。
そこで女性参画が進展しない要因についてみると、
大山・国広（2010）は組織的・制度的ジェンダー
構造を分析し、阻害要因は社会制度と受容する主
体であると論じている。また池田・浅野（2016）
は地域コミュニティの防災体制を検討して女性参
画・多様性配慮の促進要因について論じている。
池田・浅野（2016）によると、女性参画の阻害要
因として挙げられるのは、役員に女性の参加が無
く入り込めない事や、役割が限定され提言・発言
機会の無さであるという3）。
　都市郊外ニュータウンである朝倉台では、1998
年を境に年少者比率と高齢者比率が逆転し、地域
コミュニティ内の急激な高齢化が進む中で、世代
交代が進まず、若年世代参加の必要性が意識され
るようになって来た。この年の厚生白書『少子社
会を考える』でも人口減少社会の到来と少子化へ
の対応の必要性など、少子化をめぐる問題点を指
摘している（厚生労働省，1998）。安河内（2008）
は、行政が自主的な活動を支援し、有機的に取り
込む必要性と積極的支援を行う社会づくりを目指
す事が「少子社会・日本」に転換をもたらすと説
く。また中間世代層参画については、永富・他
（2011）は、付き合いを促す背景を考慮し、参加
が薄い中間世代層のライフステージを考慮した検
討の必要性を論じている。また、津久井（2011）は、
若者・余所者の参加が殆ど無い中ではネットワー
クとしての繋がり・その為のニーズ把握の必要性
を挙げる。さらに森下（2012）は、地域社会での
施策が多様化・増加するにも関わらず、アソシ
エーションである町内会・自治会では住民の実践
的集まりを実現出来ていないため、コミュニティ
形成の枠組みは奏功していないという。したがっ
てボランティア団体がコミュニティ形成を担うま
でにはなっておらず、現役世代の地域参加は単発
的になっていると論じている。そして、乾・他
（2015）は、アンケート調査により神戸市真野地
区の住民や地域組織の現状と課題を把握し、組織
の活性化・リーダー創出を分析した。その結果、
子育て世代の関与の可能性や転入者の二極化が明
らかになり、全体としては住民の地域への関心が
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高まっていると云う。しかし課題として若い世代
と地域組織の乖離、リーダーの高齢化と減少、活
動の低迷と硬直化を挙げ、コミュニティの活き活
きとした内圧（常に組織の在り方を下から問い直
す事）無しには住民自治の継承は難しいと論じる。
　小室・他（2015）は、郊外住宅地の持続可能性
を高める上での課題として、子供世代がニュータ
ウンの現状と将来について議論し、魅力的な生活
環境に改善する方策を検討する場を設定する必要
を説いている。羽鳥・他（2016）は、市民活動の
持続可能性の心的要因としては地域愛着が必要で、
その事が地域課題への発言傾向を促進し離脱傾向
を抑制する方向に働くという。そして課題として
は市民組織の持続可能性について新陳代謝を図り、
アイデアを持つ市民参加の必要性を述べている。
深川（2017）は、子育て世代（30代）の地域活動
への参加と担い手としての可能性から、地域参加
の促進要因として自分の子供の子育て期の課題に
関わり、同世代の仲間がいる事や目的や活動内容
が明確で短時間で完結することを挙げ、一方、地
域参加の阻害要因としてライフステージ上の要因
と地域活動の内容・あり方に関する要因を挙げて
いる。これらに対して勢一（2017）は地域の持続
可能性へ向けた課題は、多様な価値観が尊重出来
ず次世代を考えていない事であり、人口減少問題
は、「持続可能性」を欠く要因ではなく、地域の
有り様であるという。そして地域の持続可能性は
地方自治を担う住民に掛かっていると論じている。
　本論文で取り上げる朝倉台も担い手の高齢化や
地域リーダーを輩出する仕組みが機能不全となっ
ているなど、類似の課題に直面している。このよ
うに朝倉台の女性・子育て世代参画は、他の地域
のニュータウンが抱える課題や郊外住宅地の先行
研究で提示されている問題提起に応答するもので
あるといえるだろう。

3 ．事例の概要：朝倉台の歴史と現状
3－ 1　朝倉台の歩み：自治会活動を中心に4）

　朝倉台は、奈良県桜井市郊外の外鎌山北麓丘陵
地に位置する。大阪市内へは40㎞圏（約Ⅰ時間）
の距離にあることから1976年に大阪のベッドタウ
ンとして民間資本（近鉄不動産（株））で開発さ

れた一戸建て住宅を中心とする典型的な郊外型
ニュータウン5）である。開発エリアとなった 4大
字の総面積は62. 4haで、総戸数1,240戸、計画人
口4,900人の町である（1976年当時）。もともと外
鎌山北麓一帯は古墳群であったが、住宅開発のた
め古墳の殆どが消滅し、僅かに遺跡や古墳が公園
として残された。朝倉台の町並みはヨーロッパの
城郭都市を模して造成され、その周りは風致地区
で囲まれた緑豊かな住宅地である。
　現在の朝倉台は、他のニュータウンと同様に時
代に応じて多くの課題を抱えながらも、自治会を
中心に解決策を模索しながら現在に至っている。
開発当初は旧来の 4大字の管轄の下に地区の諸政
策が施行されたが、1979年頃から有志での自治会
活動が開始され、親睦を図るソフトボール大会や
ハイキング、さらに駅前広場では 2日間にわたり
民踊大会が開催された。この頃から一連の自治会
活動を通じて、住民の結束が強くなっていった。
その後、集会所も設置されると自治会が本格的に
活動するようになる。そして団塊世代が転入した
ことにより子供の数が増加すると子供会が発足し、
朝倉台には活気が溢れるようになる。しかし、そ
うした活気の裏側で、1992年にはすでに朝倉台は
高齢化社会6）に突入し、翌年には総人口が3,486人
（世帯数1,032戸）に達するものの、それを頂点と
して以降は人口減少に転じている。1997年には年
少者比率（ 0歳～14歳）と高齢者比率（65歳以上）
の逆転現象が起き、この年から急激に高齢化が進
み、2022年には一気に超高齢社会に突入していく。
この様にニュータウンとして開発された朝倉台は
入居開始後16年ほどで人口は最大となったが、人
口が減少しはじめた 4年後には高齢化が始まり、
それ以降、急激な高齢化が進んだのである。
　高齢化がはじまってから現在に至るまでの朝倉
台の住民組織の動きを見ていこう。1995年の阪神
淡路大震災の際、朝倉台も震災被害（橋破損）が
発生している。これを機会に朝倉台では自主防災
会が設立され、2001年には第 1回避難訓練（参加
者499名）が実施された7）。阪神淡路大震災の 2
年後にはボランティア朝倉台が設立され、団塊世
代を中心にボランティア活動も活発化していく。
2000年には自治会発足20周年を迎えるが、橋・道
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路や集会所といったインフラ等の老朽化が目立つ
ようになり、この頃から住民の高齢化問題が議論
されるようになる。
　2000年、厚生労働省は日本社会の高齢化に向け
て「介護保険法」を施行する。それに対し朝倉台
では、地域の急激な少子高齢化が進む中で、2004
年、全ての団体が横並びに手を結び問題解決に向
けて協力することを目的として、自治会に関係す
る団体・ボランティア団体によって「朝倉台福祉
対策ネットワーク」を設立する。その翌年に総務
省の全国100地域「地域安心安全ステーション整
備モデル地区」に選定されると、「朝倉台安心・
安全ネットワーク会議」に名称変更する。
　さらに国は2003年に出生率の低下・未婚率の上
昇への対策として仕事と子育てを両立する環境整
備を目的に「少子化社会対策基本法」を施行する。
時を同じくして朝倉台自治会も共働きの母親から
の強い要請を受け、桜井市に学童保育所の設置を
要請し、学童保育所が設置される。また高齢者か
らも交通の利便性の確保を求める声があり、市営
のコミュニティバスの運行を要求し、朝倉台線の
運行が実現した（2005年）。これにより、とりわ
け高齢者にとっては団地から駅・スーパーへの交
通の便が確保された。このようなまちづくり活動
の流れの中で2006年に子育て対策として設立され
たのが「わんぱくキッズ＆ママ」である。なお、
2007年には老人会が設立されているほか、団塊
ジュニア世代では「まんてんクラブ」が発足し、
青年世代の活性化につながる動きも発生している。
そして、この頃から孤独死問題が地域で話題に上
がるようになり、個別声掛け運動が強化されるよ
うにもなる。
　2010年、奈良県は、地域課題を解決し、地域を
活性化するための話し合いの場として「協働型地
域プラットフォーム」を設置する政策を試みてい
る。これまでの朝倉台の取り組みに注目した奈良
県は、朝倉台をモデル地区第 1号としてこの政策
に取り組んでいる。結果的にこの政策は、他の地
域開催には広がらず 1年で終了する事になるが、
奈良県内における地域課題に先進的に取り組む地
域として評価されていることが分かる。このよう
に朝倉台では「安心・安全ネットワーク会議」が

地域住民の声を反映させることで、住民が安心し
て暮らし、子供たちにとってよき故郷となるよう
なまちづくりが行われてきた。
　しかしながら、住民の力が及ばない領域もある。
朝倉台住宅地が販売され始めた時、近鉄不動産
（株）から「最寄り駅の大和朝倉駅は、後に急行
停車駅になるから便利になりますよ」と言われ、
住宅購入を勧められた住民が大勢いた。そうした
住民は近鉄不動産（株）の言葉を信じていたが、
急行停車駅はなかなか実施されなかった。そこで
自治会は何度も近鉄に大和朝倉駅を急行停車駅に
するよう要望を出し続けていたが、近鉄からは一
日の乗降客が500人以上でないと無理だと言われ、
断られ続けられていた。ところが、2018年のダイ
ヤ改正によって急行列車が大和朝倉駅を含めた区
間を各駅停車するようになり、さらに大半の準
急・区間準急が大和朝倉駅で折り返し運転するよ
うになった。こうして大阪方面への通勤・通学の
利便性が高まると、それまで少子高齢化によって
人口減少が続いていた朝倉台に変化が生まれる。
子育て世代が朝倉台に転入してくるようになった
のである。
　急行停車駅が実現した背景には、ひとつの偶然
があると言われている。大和朝倉駅は1944年に開
設された当初は 2面 2線だったが、1996年に 2面
4線に改造され待避が可能になっている（人生ゆ
るゆる途中下車，2022）。このように改造した理
由が、2010年10月、天皇皇后両陛下が「平城遷都
1300年記念祝典」等へ出席した後、静かな住宅地
につながる大和朝倉駅から特別列車で帰京するた
めであったという。この特別列車のための改造を
してあったことが、大和朝倉駅での準急・区間準
急の折り返し運転を可能にしたというのが住民の
見解である。
　このような住民の見解は推測の域を出るもので
はないが、この話のポイントは、それまで大和朝
倉駅の急行停車駅化は、地元住民の要望では実現
できなかったが、近鉄側の経営方針や公表されな
い諸事情によって実現できたということである。
朝倉台の住民は様々なまちづくり活動に取り組ん
でいたが、少子高齢化という大きな波には抗いき
れなかった。しかし、近鉄のダイヤ改正によって
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急激に風向きが変わったと認識している。住民の
長年の努力で解決できなかった問題が鉄道会社の
方針転換でいとも簡単に改善されることに驚いて
いるのだろう。ただし現在の子育て世代の転入は、
この地域の少子高齢化問題を解決するほどではな
い。むしろ、少子高齢化を迎えた朝倉台にとって
急行停車駅化は遅きに失したと言わざるをえない
というのが住民の見解でもある。
　現在の朝倉台で重要な課題となっているのは、
高齢者支援である。2012年に国の地域支援事業
（介護保険法）の一環として桜井市は「生活支援
体制整備事業（高齢者支援体制について）」計画
を進めている。朝倉台でも2019年高齢者向け有償
ボランティアが設立されるなど、高齢者支援問題

がクローズアップされている。2020年時点で日本
国内の高齢者は約3619万人で、高齢化率は28. 8%
である。2065年には約2. 6人に 1人が65歳以上と
なるといわれている8）。
　また2020年から2022年は新型コロナの感染拡大
によって朝倉台の地域活動が大きく制限された時
期である。朝倉台では新型コロナの感染拡大防止
のために夏祭りをはじめとする一部の行事や総会
が中止されたように、住民の活動が制限された。
そうしたなかで少子化の影響もあって団地内の付
属幼稚園が閉園となる。2023年には児童・生徒数
の減少によって朝倉校区は小中学校合併が現実と
なり説明会が行われるなど、急激な少子高齢化が
今後の大きな課題であることがあらためて浮き彫
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表- 1 　朝倉台年表

年度 朝　　倉　　台　　動　　向

1976 朝倉台住宅地造成、翌1977年第 1期販売開始。入居始まる

1979 附属幼稚園開園

1981 朝倉台自治会発足（ 9町会438戸）

1982 朝倉台集会所開所、第 1回自治会総会、老人会発足、民舞大会開催（夏祭り）

1983 子供会発足

1992 朝倉台人口統計始まる

1995 阪神淡路大震災発生

1997 朝倉台自主防災会発足

2000 自治会発足20周年、高齢者福祉委員会設置

2001 第1回避難訓練実施（参加者499名）

2003 ボランティア朝倉台設立

2004 朝倉台福祉対策ネットワーク発足（翌年朝倉台安心・安全ネットワークに変更）

2005 老人会解散、朝倉小学校学童保育所開所、コミュニティバス朝倉台線実証運行

2006 「わんぱくキッズ＆ママ」設立

2007 「朝倉台盛春クラブ」（老人会）設立、自治会 HP開設

2010 地震防災セミナー開催、「まんてんクラブ」（青年会）発足、両陛下朝倉駅帰京

2018 近鉄電車急行停車

2019 「いろりの和」あさくら設立

2020 －2021年迄新型コロナにより夏祭り・総会等中止

2022 付属幼稚園閉園　朝倉小学校1年生19名入学

2023 朝倉小学校1年生23名入学、コロナ感染症5類変更、夏祭り 4年ぶり開催

朝倉台自治会30周年記念誌（注 4）より作成
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りになった。そして2023年 5 月 8 日から新型コロ
ナウイルス感染症が 5類感染症になり、 4年ぶり
の夏祭りが盛大に行われた。高齢化によって町内
会などの模擬店が減少するも、多くの住民や里帰
りした子供・孫世代も参加し、さらに奈良県立商
業高等学校の生徒が応援参加することで以前とは
異なるかたちで盛り上がりを見せる。このように
朝倉台のような少子高齢化が進むニュータウンで
は、自治会単独で夏祭りなどの行事に取り組むの
ではなく、地域外の人々や組織と自治会が協働し
て地域を支える関係性のなかで各種の行事に取り
組むこと、すなわち、団地から外周的な広がりを
持った関係性を展開していくことが必要になると
思われる。

3 － 2 　朝倉台の子育て支援事業「わんぱくキッ
ズ＆ママ」
　幼児虐待や育児放棄などが顕在化してきた背景
には、地域住民との繋がりが希薄で子育ての悩み
を相談できない親が増えていることがあげられる。
そうした子育てに悩む親同士が気軽に集い・交流
できる場作りを目的として、2006年に「わんぱく
キッズ＆ママ」が開催された（図－ 1）。この「わ
んぱくキッズ＆ママ」は、ボランティア朝倉台に
よる子育て支援事業活動として、朝倉台自治会人
権福祉委員会、民生児童委員会、お話の会9）、人
形劇団「スイミー」10）の協力によって実現したも
のである。
　「わんぱくキッズ＆ママ」を立上げたきっかけ
は、ボランティア朝倉台の代表が、離婚し 2人の
子供と朝倉台の実家で暮らす女性が「近所に話せ
る子育て世代の人が居ない」と嘆いていたのを聞
き、子育て世代の集まれる場の必要性を感じたこ
とに始まる。朝倉台では、当時、子どもに関わる
ボランティア団体としてお話の会と人形劇団
（1990年発足）の 2団体が存在していただけで、
子供会は1994年に朝倉台の少子化に伴い会員数が
減少し自然解散していた。そこで「わんぱくキッ
ズ＆ママ」では就学前の子供と母親の悩みや相談
に乗り、友達作りを支援した。そして、看護師・
保育士・栄養士・民生児童委員・地域福祉委員・
お話の会・ボランティア朝倉台11）福祉グループな

どが協力して、子供達が楽しく遊べる場所を毎月
提供した。そして第 1回の開催まで非常に速いス
ピードで準備が進められた。その経緯は以下の通
りである。
　ボランティア朝倉台の代表は今まさに困ってい
る当事者を支援する活動であることから、短期間
の準備で開催するためには、直接関係する団体の
協力を得ることが必要と考えた。そこでまず「朝
倉台安心・安全ネットワーク会議12）」で趣旨説明
と協力依頼をし、その場で協力を取り付けた。次
に15町会の町会長が集まる「朝倉台自治会」役員
会でも同じく趣旨説明と協力依頼をし、その後、
「子育て支援」に関わるボランティア関係団体と
1ヶ月半の間に 5回の状況説明と協力依頼をして
いる。また、そのあいだにボランティア朝倉台の
代表と民生主任児童委員は桜井市児童福祉課へ協
力依頼のための訪問や相談を行っている。同時に、
子育て支援活動に参加・協力依頼のために開催し
た「子育て支援会議13）」を 2回開催し、最終的に
は中心メンバーで活動名称を「わんぱくキッズ＆
ママ」に決定している。このように「わんぱくキッ
ズ＆ママ」の代表者が当事者である母親の相談を
受けてから約 2ヶ月半という短期間で、各種関係
団体の協力を取り付けて第 1回の開催にこぎつけ
ている。
　以上のように「わんぱくキッズ＆ママ」は、ひ
とつのボランティア団体としてではなく、広く
「朝倉台安心・安全ネットワーク」の活動として
取り組まれている。そのため、ボランティア朝倉
台福祉グループ・自治会人権福祉正副委員長・子
育て支援希望当事者・自治会事務局・民生主任児
童委員が地域課題としての子育て支援について話
し合いをしている。そのうえで桜井市児童福祉課
を訪問し子育て支援活動への協力を依頼する。そ
して発起人ら中心メンバーで子育て支援事業を
「わんぱくキッズ＆ママ」と名付け、自治会役員
会で「わんぱくキッズ＆ママ」の班回覧による告
知が了承された。さらにボランティア朝倉台は桜
井市児童福祉課長を訪問し、「わんぱくキッズ＆
ママ」の協力依頼を申し出ている。
　こうして「わんぱくキッズ＆ママ」の主催者は
自治会・ボランティア朝倉台・民生児童委員・地
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域福祉委員の 4団体で構成されるのであるが、そ
のプロセスでは難しい課題もあった。たとえば、
孤立している子育て世帯を支援するためには、地
域に住む年少者の情報が必要であったが、当時、
年少者の情報は「桜井市住民基本台帳」による15
町会別の人数しか情報がなかった。また、本来な
らば、地域の民生主任児童委員が地域の年少者情
報を持ち、孤立している子育て世帯に親子の事情
に寄り添った支援活動がなされるべきであるのだ
が、このときの民生主任児童委員はそのような情
報をほとんど持っていなかった。この時の民生主
任児童委員の活動は保育園・幼稚園の入園・卒園
式、小学校の入学・卒業式といった行事に参加す
るだけであった。
　しかも、ちょうど2006年に「個人情報保護法」
が施行されたため、自治体は年少者に関する情報
を提供しなくなってしまう。そこで中心メンバー
で手分けして15町会での情報収集などを行い、子
どもが住んでいそうな家庭を一軒一軒訪問し、「わ
んぱくキッズ＆ママ」の開催を手配りや班回覧を
通じて案内したのである。
　なお、2007年に内閣府は「活動の円滑な実施の
為には個人情報の適切な提供を受ける必要があ
る」と発表している。そこで、民生主任児童委員
と共に「わんぱくキッズ＆ママ」のボランティア
代表は桜井市の児童福祉課に相談するが、桜井市
は情報の取扱いに慎重で、内閣府が発表した声明
を示したが情報収集に協力してもらうことは出来
なかった。自治体に限らず「個人情報保護法」が
施行された直後は日本社会全体が個人情報の扱い
に非常に神経質になっていた。そのために戸別訪
問せざるを得なかったのである。
　こうして「わんぱくキッズ＆ママ」は支援対象
者の掘り起こしから始まったことから、第 1回の
開催に関する回覧版の内容は「一人で悩んでいま
せんか？子育てに疲れていませんか？こどももお
かあさんも友達いっぱい作ろう！いっしょに子育
てを楽しもう！遊びに来てね！（託児有り）対象
は（ 0歳～就学までの）子供、保護者、将来のマ
マもです」というものであった。この第 1回に参
加した子供の数は約20人で保護者は10人である。
全ての保護者が子育てに悩んでいたわけではない

だろうが、少なくとも多くの保護者が交流の場を
必要としていたことは間違いないだろう。
　そして無事に第 1回が終了すると同時に次回に
向けての活動が始まる。中心メンバーとお話の会
のメンバーは桜井市児童福祉課長および係長の同
行で城島小学校学童保育を見学し、第 2回「わん
ぱくキッズ＆ママ」の回覧文書が15町会長に配布
される。続けて 3日後に桜井市児童福祉課を訪問
し、第 2回開催を案内する。この第 2回「わんぱ
くキッズ＆ママ」には自治会の人権福祉委員長も
初めて参加している。それから 2ヶ月も経たずに
第 3回「わんぱくキッズ＆ママ」の開催が回覧文
書で配布される。
　10月に開催された第 3回ではお話の会・ボラン
ティア朝倉台福祉グループ・民生児童委員・栄養
士がスタッフとして参加協力をしている。その後、
1月には正月遊びをテーマにして住民やお話の
会・人形劇のメンバーによる協力があった。同様
に 2月21日の節分行事では、大きな段ボールの箱
に鬼を描き、穴を開けて口に見立て豆を放り込む
競争など、親子での手作り満載の遊びを行った。
これは「わんぱくキッズ＆ママ」の活動が予算を
持たない活動であったことから、メンバーで知恵
を出し合って行った典型的な行事である。こうし
た活動が軌道に乗ってくると、自治会から子育て
支援事業として予算的な手当てがなされるように
なったのである。
　この「わんぱくキッズ＆ママ」に参加した保護
者達は、同世代の人々と子育ての悩みや情報交換
をして交流することができた。そして「わんぱく
キッズ＆ママ」を通じて得られた人間関係は、そ
れ以降も保育所、幼稚園から小学校に進学してか
らも続いていった。その後も「わんぱくキッズ＆
ママ」の活動範囲は大きく広がり、2008年 5 月に
は、桜井市児童福祉課の協力で「桜井市つどいの
広場（桜井市保健福祉センター陽だまりに常設し
ている親子で参加出来る子供の遊び場）」を朝倉
台集会所で出張開催する。当日は子供15人保護者
13人（朝倉台 7組、他地区 6組）とスタッフ 8人
が参加した。
　「わんぱくキッズ＆ママ」の主な活動内容をみ
てみたい。 5月の春の季節では、団地内で一番広
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い公園におにぎり持参で集まり親子で遊んだ。ま
た近隣の保育園に皆で見学に行ったり、集会所の
隣にあった畿央大学付属幼稚園の園庭を借りて、
子供たちには滑り台や砂場など野外の遊ぶ機会を
提供した。これらの活動を通じて、参加者は親子
の触れ合いを楽しむだけではなく、親同士の交遊
も深めていったのである。夏は集会所の前に大き
なビニールプールを作り、水遊びを楽しんだ。他
には桜井市児童福祉課腹話術のイベントを開催し、
親子が一緒に楽しめるようにボランティアスタッ
フも尽力した（図－ 1． 2）。しかしながら、参
加者がゼロの日もあった。それでもボランティア
のスタッフは色々知恵を絞って子供達が楽しく体
や頭を使うような遊びを提供し続けたのだ。
　以上の活動の根底には子供達や若いお母さん達
に喜んでもらいたいという思いがあった。それが
2006年に始まった活動を2019年まで継続させるこ
とに繋がっている。第 1回の「わんぱくキッズ＆
ママ」の参加者の感想文には「子ども二人との生
活で同世代の子供・母親と交流する機会がなかな
か無く、寂しい思いをしていましたが、わんぱく
キッズではボランティアの人達が子供を見てくれ
て、日頃の悩みを話せました。お蔭で今は楽しい
育児ライフを送っています」と書かれている。ボ
ランティアスタッフとして「わんぱくキッズ＆マ
マ」に関わった人々は、若い子育て世代の人の役
に立っていることに喜びと、やりがいを感じた。
それが、13年間続ける原動力となったと中心メン
バーは振り返っている14）。
　さらに「わんぱくキッズ＆ママ」の活動は朝倉
台の外にも影響を与えている。「わんぱくキッズ
＆ママ」を始めるにあたり、中心メンバーは桜井
市を通じて子育て支援に取り組んでいる団体に見
学・協力依頼をしようとした。しかし、桜井市内
で同じ様な子育て支援活動を開催している団体は、
1999年から個人宅で親子ふれあい活動に取り組ん
でいた NPO子育て支援事業「ひなたぼっこ」（後
に「おひさまひろば」に変更）だけであった。そ
の後、朝倉台で桜井市の子育て支援センターの協
力（保育士）を得てわんぱくキッズを始めると、
他の地域でも少しずつ民間組織による子育て支援
の活動が動き出すようになる。その一例が退職教

師の会「女性のひろば・さくらい」である。「女
性のひろば・さくらい」は2008年11月から月 1回
「親子ひろば　ほっとらんど」15）を大和信用金庫別
館で開催している。
　以上のような「わんぱくキッズ＆ママ」の活動
が展開できた背景には、様々な地域組織や行政に
よるサポートも必要であった。たとえば、子供の
遊び道具の購入代金やおやつタイムに必要なお菓
子等の経費が嵩むことから、自治会に助成金の要
請をして、2013年度から毎年 1万円の補助を得て
いる。2015年には人権福祉対策委員会に助成金と
活動への支援と参加協力が要請されている（図
－ 5）。2017年 4 月には桜井市子育て支援ボラン
ティア団体として登録をすることで、桜井市から
支援スタッフの派遣といった協力が得られるよう
になった。
　さらに2019年 6 月にはボランティア朝倉台が
「わんぱくキッズ＆ママ」への資金協力のために
桜井市に「桜井市地域福祉事業助成金（11,000円）」
を申請し、申請が許可されるとその全額を「わん
ぱくキッズ＆ママ」に寄付するという事もあった。
この様に地域の人達の援助だけでなく、行政や自
治会・ボランティア団体などの協力で13年間活動
が行われた。（表－ 3）
　ここで自治体による子育て支援政策を見ていく
と、桜井市は2015年 3 月に「子どもの最善の利益」
を目指す「第 1期桜井市子ども・子育て支援事業
計画」（第 1期計画2015年度～2019年度）16）を策定
している。この「地域の子ども・子育て支援の充
実」の一環として、地域子育て支援拠点事業とし
て「つくしんぼ広場」（市内保育所を第 2・第 3
火曜日開放）、「つどいの広場」（第 3保育所の空
き室を利用、2006年 5 月から月～金の毎日）、「つ
どいの広場の出前」（スタッフが各地に出向き親
子で遊ぶ場を提供）、「わくわくランド」（市内の
各幼稚園が運営）を実施している。2016年に常設
の親子の遊び場「つどいの広場」を保健福祉セン
ター「陽だまり」に移転させ、2019年 5 月から「ド
レミの広場」を桜井駅前エルト桜井 2階まほろば
センターに開設している。さらに子育て支援セン
ター「やまぼうし」が平日の月～金曜日及び土曜
日月 2回開設された。この「やまぼうし」は2018

地域コミュニティづくりにおける女性参画の実践と制度的背景



62

年度から市内に 3か所設置される。こうして行政
による子育て支援サービスは充実していき、子育
て支援を必要とするニーズ量、年間 1万 7千人
分16）をおおよそカバーできるようになった。
　さらに2019年 5 月、同じエルト桜井 2階のまほ
ろばセンターに子供の遊び場「ひみっこパーク
（有料）17）」が開設され、多くの子供達がそれらの
施設を利用するようになった。これらの施設の充
実に加えて、2022年には子育て支援団体「ほほえ
み」（桜井市で活躍する任意団体）が設立される。
そして桜井市は子育てや暮らしのあり方が多様化
していく中で、さらなる充実・環境整備のため
「第 2期桜井市子ども・子育て支援事業計画」（第
2期計画2020年度～2024年度）を策定した。
　このように、「わんぱくキッズ＆ママ」がスター
トしてから、桜井市による子育て支援政策は着実
に充実していった。その一方で、行政による子育
て支援政策の拡充は、地域住民レベルでのボラン
ティアによる子育て支援活動の必要性が薄れてい
くことも意味している。そのタイミングで生じた
コロナ禍と相まって、朝倉台における子育て支援
の取り組みである「わんぱくキッズ＆ママ」は終
止符を打つことになった。
　後日談になるが、コロナ禍で中止になっていた
自治会主催の夏祭りが再開したとき、「わんぱく
キッズ＆ママ」で中心メンバーだったひとりがボ
ランティア福祉グループによる出店で綿菓子を販
売していた際、「お久し振りです、まだ頑張って
おられるんですね」と声を掛けられたという。見
ると「わんぱくキッズ＆ママ」に参加していたマ
マと、その横には当時 2歳位だった女の子が小学
生になって恥ずかしそうに立っており、時の流れ
を感じたそうである。ほかにも最近では近隣の歯
科医院で診察用の椅子に座っていたら、頭上から
「お久し振りです。わんぱくキッズでお世話になっ

た○○です。あの時は大変お世話になりました。」
と元気な声でお礼を言われたという。びっくりし
て頭を上げると、あの頃大きなお腹で 2人のやん
ちゃな男の子を連れていたお母さんだった。あれ
から女の子が生まれ、今では 3児の母親として働
いて頑張っているという。「わんぱくキッズ＆マ
マ」に来た時にお腹の中にいた子はもう小学 3年
生になり、少し手が離れたので仕事に復帰したそ
うである。はつらつと働かれている母親の姿を見
ると、自分達のボランティア活動が少しは喜んで
もらえた事に、今更ながらやってよかったなあと
実感したそうである。
　若林（2009）は「地域の記憶」をめぐる問題系
を探ることも都市社会研究における主題のひとつ
であると論じている。このように、「わんぱくキッ
ズ＆ママ」は、女性達が中心のボランティア活動
として開催され、活動を支えたボランティアや当
事者である親子にとっては記憶として残る経験で
あった。こうした「わんぱくキッズ＆ママ」の記
憶と経験がどのように「地域の記憶」として地域
づくりに活かされていくのか、いかないのかにつ
いては今後の朝倉台の変遷を見ていくことで明ら
かになるだろう。

4 ．「わんぱくキッズ＆ママ」の展開とその分析
4－ 1朝倉台の女性参加の現状
　朝倉台自治会役員・町内会役員・ネットワーク
ボランティア 4団体（ボランティア朝倉台、朝倉
台自主防災会、民生児童委員、地域福祉委員）の
女性比率は表 2のとおりである。
　「わんぱくキッズ＆ママ」による子育て支援の
ように、支援の受け手の多くが女性となる支援活
動を充実させていくためには支援団体の意思決定
や組織運営に女性が参加する事が重要である。そ
こで「わんぱくキッズ＆ママ」の運営に関係が深
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表－ 2　朝倉台役員女性比率

自治会役員（町内会会長） 町内会役員 ボランティア団体

2000年～2010年 0. 07% 12. 40%

2011年～2021年 0. 12% 14. 70% 21. 1％（2021年）

（2024年 2 月　朝倉台自治会議案書より筆者作成）
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い朝倉台の地域組織や市民団体の役員における女
性比率を見てみたい。表 -2にあるように、各地
域組織や市民団体の役員における女性比率は微増
傾向にはあるが、自主参加の地域ボランティアで
すら21 . 1％しかおらず、町内会役員となると
14. 7％にまで落ちこんでいる。特に女性比率が低
いのが町内会会長で、0. 12％（10年間で0. 05％増）
と極端に低くなっている。この事は朝倉台の高齢
者層のジェンダー意識が依然として保守的である
ことを示している。しかしながら、現在の朝倉台

は人口統計（図－ 3　2021年度）から分かるよう
に、団塊世代以上（後期高齢者）が22%に対し、
団塊ジュニア世代・ミレニアル世代（15～64歳）
が47％と半数を占める様になっている。また、前
述のように近鉄の大和朝倉駅が急行停車駅化した
ことをきっかけに再び子育て世代が流入し始めて
いることから、世代交代が進めば、今後は地域へ
の考え方や向き合い方も少しずつ変化すると考え
られる。

地域コミュニティづくりにおける女性参画の実践と制度的背景

図－ 1　「わんぱくキッズ＆ママ」2015. 12. 6 図－ 2　「わんぱくキッズ＆ママ」2013. 6. 1

桜井市住民基本台帳参照：地域福祉委員作成
図－ 3　朝倉台の人口統計（2021年度）
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4 － 2 　女性参画に向けた国や桜井市の取組
　近年、ジェンダー平等への問題関心が高まって
いる。前項では市民生活の現場から見た女性参加
の現状であったが、ここでは行政政策における女
性参加の取り組みをみてみたい。
　2015年 9 月、国連サミットで「ジェンダー平等
と女性と女児のエンパワメント」が策定され、12
月に「第 4次男女共同参画基本計画」が閣議決定
されている。この「第 4次男女共同参画基本計画」
では、地域における政策・方針決定過程への女性
参画の推進が明記され、その具体的な数値目標と
して、自治会長に占める女性割合を2021年迄に全
国平均10％（2018年 4 月時点で5. 4%）とする事
が掲げられた。さらに「女性活躍加速のための重
点方針2016」では女性参画が進まない要因や課題
などの分析を行い、持続可能な自治会活動に向け
て施策の方向性を提言し、2017年度にはガイドラ
インを作成している18）。このように、2015年の国
連サミット「持続可能な開発のための2030アジェ
ンダ」においてジェンダー平等、女性の権利、性
別役割分業の否定が採決され、日本政府も「男女
共同参画」を打ち出し、「ジェンダー平等」が世
界的な重要課題となってきた。
　このような国際的な動向や日本政府の動きの一
方で、桜井市では「第 5次桜井市総合計画」（2011
～2020年）を踏まえて、2012年に「協働によるま
ちづくり」をテーマに「桜井市協働推進指針」を
策定している。これは当時、審議会における女性
委員割合は13. 3%（全国市町村平均24%）で、自
治会長の女性の割合が0. 9％（全国市町村平均
4. 2%）であるように、それぞれ全国市町村の平
均を大きく下回っており、男女の意見が対等に反
映されていないと考えられたからである。また、
東日本大震災を機に防災分野において男女共同参
画を推進する計画が見直され、2015年に「第 2次
さくらい男女共同参画プラン21」を策定してい
る19）。なお、この政策が策定された直後の2016年
4 月の時点で、都道府県防災会議における女性の
参加率は14. 0% で市区町村レベルだと8. 0％で
あった。
　「今後の都市部におけるコミュニティのあり方
に関する研究会報告書」20）でも、女性が活躍する

ための工夫として、女性がキーマンとなり活動自
体が活性化している事例が挙げられている。子育
てや介護などの生活面で様々な経験を有している
女性が地域のハブとして活躍することが期待され
るとしている。

4 － 3 　「わんぱくキッズ＆ママ」における市民
活動と行政施策の関係

　「わんぱくキッズ＆ママ」は朝倉台における子
育て支援活動として2006年から2019年まで活動し、
主催者には自治会・ボランティア朝倉台・民生児
童委員・地域福祉委員が参加して実施された。こ
の活動から見えてくるのは、子育て支援をしたい
と考えた女性達が自治会や地域ボランティア団体
を巻き込んだ地域団体の協働事業として子育て支
援活動に取り組んだということである。このこと
は、女性の地域活動への参加の好事例と言えるが、
その背景には国の少子化対策のサポートが存在し
ていた。政府は、1990年の1. 57ショック21）を契機
に、国を挙げて子どもを生み育てやすい環境づく
り（少子化対策）の取り組みが始まり、1994年12
月に「エンゼルプラン」を策定している。1997年
には子どもの数が高齢者人口よりも少なくなり
「少子社会22）」となっている23）。その後、2003年
に「少子化社会対策基本法」等に基づき「次世代
育成支援対策推進法」が制定され、地方公共団体
などに行動計画策定が義務付けられる。翌2004年
には「子ども・子育て応援プラン」が策定され、
2007年度の「少子化社会白書」では子供を持つ親
同士の交流の「場」づくり「子育て支援のために
望まれる地域活動」として、子育てに関する悩み
を気軽に相談できるような活動（52. 3%）、子育
てをする親同士で話が出来る仲間づくりの活動
（41. 3％）、子育てに関連した情報を簡単に入手し
合えるような活動（31. 8％）をあげている24）。そ
の後、2008年に日本の人口は 1億2808万人をピー
クに減少に転じていく（総務省国勢調査）。2012
年には「子ども・子育て関連 3法」25）が成立し、
その中で地域の実情に応じた子ども・子育て支援
の充実をうたっている。
　このような政府の動きに対し、桜井市では「第
1期子ども・子育て支援事業計画」（2015年度～

小野田和子



65

2019年度）を策定している。その後、子育てや暮
らしのあり方が多様化していく中でさらなる充
実・環境整備のため「第 2期桜井市子ども・子育
て支援事業計画」（2020年度～2024年度）が策定
された。しかし、現実には共働き世帯が増加して
いることから、子育てをする家庭環境も大きく変
化している。それぞれの家庭の環境や事情に合わ
せた子育て支援の必要性がより高まってきている
のが現状である。奈良県の調査によると、子育て
に不安を感じる人の割合は2013年度で46%であっ
たのに対し、2018年度では49. 8％と増加傾向にあ
る26）。今後さらなる支援策が必要になってきてい
る。
　このような行政サイドの政策的展開を踏まえる
と、2006年に始まった「わんぱくキッズ＆ママ」
は親同士の交流の「場」であり、子育て支援に望
まれる地域活動として始まり、親の子育ての悩み
や、相談できる仲間づくりの場としての機能を
持った活動であった。そして朝倉台の地域は1993
年に人口が過去最高の3,486人となった以降は、
減少期にはいっている。これは日本全体よりも15
年早く人口減少が始まっている。そうした中で取
り組まれた「わんぱくキッズ＆ママ」は、政府の
「子ども・子育て応援プラン」が策定された時代
と並行していち早く活動が始まった点で、時代を
先取りした地域密着型活動であった。

5 ．結論：市民による子育て支援と政策による女
性参画支援
　「わんぱくキッズ＆ママ」の活動が成功した大
きな要因は 2つある。一つは母親の要望に素早く
対応したボランティアの動きであり、もう一つは、
国や地方公共団体の政策的サポートである。
　「わんぱくキッズ＆ママ」の活動で特徴的なの
は、母親の要望に素早く対応したボランティアの
動きである。ある母親の悩みを耳にしてから、わ
ずか 2か月半で第 1回の「わんぱくキッズ＆マ
マ」の開催にこぎ着けている。そのあいだ、自治
会や民生児童委員、桜井市児童福祉課など様々な
組織や関係者に声をかけ、支援対象者を掘り起こ
すための戸別訪問を行っている。そして 1回目が
終了してすぐに、回覧板を通じた「わんぱくキッ

ズ＆ママ」の告知をして、 2回目、 3回目と開催
している。季節感のある遊びや行事など参加者を
楽しませる工夫をする一方で、自治会や行政に何
度も働きかけて予算的な支援を取り付けるなど、
その活動は実に迅速であった。しかも、この取り
組みは、桜井市内に潜在している子育て支援の
ニーズを掘り起こすだけではなく、具体的な支援
内容の先駆的な実践例でもあった。「わんぱくキッ
ズ＆ママ」の取り組みが、桜井市における子育て
支援の取り組みとして次第に拡充していったこと
がそれを示している。
　「わんぱくキッズ＆ママ」は、地域の女性が地
域団体に関わっていくきっかけとなったが、それ
を可能にした政策的背景として国や地方公共団体
の子育て支援、男女共同参画など、女性が活躍出
来る政策の存在が大きかった。地域における女
性・子育て世代の地域参加は、朝倉台の地域団体
を巻き込む動きであったが、当事者にとっては国
や自治体がこうした動きを政策的に後押しする環
境が構築されつつあったことも大きかったという。
たとえば、2002年に奈良県は「なら男女共同参画
プラン21」を策定し、男女共同参画県民会議を設
置している。さらに2008年には男女共同参画いき
いきサポーター養成講座を実施している。また、
桜井市も2002年に男女共同参画部会を設置し、
2004年に「さくらい男女共同参画プラン21」を策
定している。これまで見てきたように、世界的に
も日本国内的にも女性参画に応じた制度・政策が
施行され、子育て支援政策の取り組みが進みつつ
ある時期に「わんぱくキッズ＆ママ」の活動はス
タートしている。このように政策が施行されるタ
イミングに合致したのである。これは必ずしも偶
然とは言い切れないであろう。このような行政の
動きも「わんぱくキッズ＆ママ」を支えたのであ
る。
　以上、本論文では朝倉台における「わんぱく
キッズ＆ママ」について見てきたが、女性参画・
若年世代参画の課題や問題点は朝倉台だけに見ら
れるものではなく、多くの地域の課題・問題点と
も重なっている。すなわち、朝倉台は高度経済成
長期に開発された全国の多くの中小ニュータウン
と同じ様な歴史をたどって来たのであり、その意

地域コミュニティづくりにおける女性参画の実践と制度的背景
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図－ 4　「わんぱくキッズ＆ママ」回覧文

表－ 3　自治会要望書

開催予定日 (毎月第１水曜日 午前１０時から１２時)

４月７日

５月５日 ご家族皆で遊びます（お父さん、おばあちゃん、おじいちゃんも一緒に）

６月２日 4 号公園で遊びます（おにぎり持参）集会所前 10 時集合

雨天は集会所

７月７日 七夕祭りをします

８月４日

９月１日 ご家族皆で遊びます (お父さん、おばあちゃん、おじいちゃんも )

１０月６日

１１月３日 4 号公園で遊びます（おにぎり持参）

１２月１日 クリスマス会をします

１月５日

２月２日 幼稚園に遊びに行きます

３月２日 お雛祭りをします

事情により変更有 ＊対象年齢：０歳から就学前までのお子さんとその保護者

回覧 平成２２年３月６日

共催 朝倉台自治会(人権福祉委員会)

ボランティア朝倉台

民生児童委員

福祉委員

朝倉台わんぱくキッズ＆ママ
小さいお子様をお持ちのお母さん、一人で悩んでいませんか・・・？皆でいっぱい遊んで

いっぱいお話しましょう。保育士をはじめ、育児の大ベテラン、栄養士、看護師の方々も参加

しますので、色々な事も相談できますよ。ぜひ、集まって下さいね。

さて、H22年度も「朝倉台わんぱくキッズ＆ママ」を下記の通りに行います。

桜井市児童福祉課古谷課長様 
平成 26 年 6 月 9 日  

       
朝倉台自治会会長 吉井雅光 

 

子子育育てて支支援援事事業業へへののおお願願いい  
 

朝倉台自治会では他団体と共催で子育て支援事業として、平成 18 年度より毎

月 1 回（第 1 土曜日）「わんぱくキッズ＆ママ」を開催しており、今年で 9 年目

を迎えました。 
地域の子育て中の親御さん方に、少しでも子育ての手助けになればと 4 団体

が協力して開催しております。 
自治会会則にも協力団体として「わんぱくキッズ＆ママ」を記載し（添付資

料）、その活動に少しばかりの助成金を支出しています。 
 年度初めには班回覧で年間開催予定（添付資料）を全戸にお知らせしていま

すが、参加率が増加しません。 
 朝倉台は急速な高齢化（H26 年 3 月 31 日付 34.9％）が進む中、近年未就

学児が少しずつ増加傾向に有り、H26 年 3 月 31 日付で 68 名（0 歳～5 歳、桜

井市人口表）になっています。 
自治会としましても、参加されない方々の状況を少しでも把握し、4 団体で訪

問活動等の積極的な支援体制を推進する方向で検討しております。しかしなが

ら対象者の実態が不明な為。具体的訪問活動が出来ておりません。子供の健や

かな成長を地域で見守っていくために、個人情報を提供して頂けないでしょう

か。ご配慮の程宜しくお願いします。 
 

朝倉台自治会 
ボランティア朝倉台 

                  民生・児童委員会 
                 地域福祉委員会 

  

表－ 4　わんぱくキッズ＆ママ実施状況（2006年度から2019年度）

年度
開　催　日

行事内容
来　場　者

スタッフ その他 計
月 日 曜日 子供 保護者

H18 7 22 土 12

8 23 水 14 9 8 人権福祉委 1 32

10 18 水 2 1 10 1（栄養士） 14

11 22 水 8 8 4 20

12 2 土 「お話の会」に参加

1 16 火 8 7 9 1（看護師） 25

2 21 水 節分 16 10 8 34

3 14 水 13 9 8 30

H19 4 10 火 10 9 8 27

5 8 〃 4 号公園で遊ぶ 10 9 10 29

6 12 〃 8 8 9 25

7 10 〃 8 6 6 20

8 14 〃 2 2 5 9

9 11 〃 11 9 8 28

10 9 〃 2 2 9 人権福祉委 2 15
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年度
開　催　日

行事内容
来　場　者

スタッフ その他 計
月 日 曜日 子供 保護者

11 13 〃 第 4保育所見学 7 6 7 20

12 11 〃 6 6 7 19

8 〃 3 3 6 12

2 12 〃 8 6 6 20

3 11 〃 13 10 9 32

H20 4 12 土 8 9 5 22

5 10 〃 4 号公園で遊ぶ 13 7 7 27

6 14 〃

7 12 〃 7 5 8 20

8 9 〃 アンパンマン遊び 9 4 6 19

9 13 〃 0 0 7 7

10 11 〃

11 8 〃 新聞紙遊び 7 4 6 17

12 13 〃 クリスマス会 9 7 6 22

1 10 〃 お正月遊び 12 12 6 30

2 28 〃

3 28 〃 お雛祭り

H21 4 11 土

5 9 〃 4 号公園で遊ぶ🍙 10 10 6 26

6 13 〃 7 9 5 21

7 11 土 七夕祭り 8 7 6 21

8 8 〃 5 5 2 12

9 12 〃 ご家族で遊ぶ 8 5 8 21

10 10 〃 6 4 4 14

11 7 〃 4 号公園で遊ぶ 4 4 5 朝倉小 2 15

12 12 〃 クリスマス会 5 6 4 15

1 9 〃 お正月遊び 2 2 5 9

2 13 〃 7 6 4 17

3 27 〃 お雛祭り 4 5 7 16

H22 4 7 水 8 9 5 22

5 5 〃 3 2 4 9

6 2 〃 4 号公園で遊ぶ 2 2 6 10

7 7 〃 七夕祭り 5 5 7 17

8 4 〃 1 1 6 8

9 1 〃 4 4 4 12
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年度
開　催　日

行事内容
来　場　者

スタッフ その他 計
月 日 曜日 子供 保護者

10 6 〃 5 5 6 16

11 3 〃

12 1 〃 クリスマス会 4 4 10 18

1 5 〃 お正月遊び 2 2 5 9

2 2 〃 3 3 6 12

3 2 〃 お雛祭り 8 9 9 26

H23 4 6 水 9 8 6 23

5 11 〃 4 号公園で遊ぶ （雨 で中止 ）

6 1 〃 6 6 4 16

7 6 〃 七夕祭り

8 3 〃 4 4 4 12

9 7 〃 ご家族皆で遊ぶ

10 5 〃

11 2 〃 4 号公園で遊ぶ 7 7 7 21

12 7 〃 クリスマス会 2 2 4

1 11 〃 お正月遊び

2 1 〃 1 1 5 7

3 7 〃 お雛祭り

H24 4 7 水

5 12 〃

7 7 〃 11 11 6 28

8 11 水 3 3 6 12

9 1 土 6 7 5 18

10 6 〃 7 7 3 17

11 10 〃 4 号公園で遊ぼう

12 1 〃 12 9 5 26

1 12 〃 6 6 6 18

2 2 〃 5 4 5 14

3 2 〃 10 7 6 23

H25 4 6 土 0 0 3 3

5 11 〃 3 2 5 10

6 1 〃 幼稚園で遊ぼう 3 4 6 13

7 6 〃 七夕祭り 6 6 5 17

8 10 〃 1 1 3 5

9 7 〃 ご家族皆で遊ぼう 1 1 4 6
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年度
開　催　日

行事内容
来　場　者

スタッフ その他 計
月 日 曜日 子供 保護者

10 5 〃 2 1 3 6

11 9 〃 4 号公園で遊ぼう 3 2 3 8

12 7 〃 クリスマス会 2 2 7 11

1 11 〃 お正月遊び 1 1 3 5

2 1 〃 節分 3 3 4 10

3 1 〃 お雛祭り

H26 4 4 土 自己紹介 6 6 4 自治会長 17

5 3 〃 4 3 5 12

6 7 〃 幼稚園で遊ぼう 9 10 4 23

7 5 〃 七夕祭り 9 10 6 25

8 9 〃 舟作り 3 4 4 11

9 6 〃 ご家族皆で遊ぼう 8 7 4 19

10 4 〃 親子でおやつタイム 4 5 2 11

11 8 〃 4 号公園で遊ぼう 7 7 5 1 20

12 6 〃 クリスマス会 18 12 6 36

1 10 〃 お正月遊び 8 6 6 20

2 7 〃 節分 14 10 4 28

3 7 〃 お雛祭り 6 6 7 19

H27 4 4 土 6 7 5 18

5 9 土 3 5 5 13

6 6 〃 幼稚園で遊ぼう 6 4 4 14

7 4 〃 七夕祭り 8 7 9 24

8 8 〃 水遊び 8 9 2 19

9 5 〃 ご家族皆で遊ぼう 7 6 4 17

10 3 〃 親子でおやつタイム 5 5 4 14

11 7 〃 4 号公園雨で室内 6 5 3 14

12 5 〃 クリスマス会 14 8 7 29

1 9 〃 お正月遊び 7 5 4 16

2 6 〃 福笑い 7 5 4 16

3 5 〃 お雛祭り 12 10 4 26

H28 4 2 土 親子でおやつタイム 5 6 3 14

5 7 〃 端午の節句 14 12 6 32

6 4 〃 幼稚園で遊ぼう 6 7 5 18

7 2 〃 七夕祭り 9 8 7 24

8 6 〃 舟作り 5 4 6 15
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年度
開　催　日

行事内容
来　場　者

スタッフ その他 計
月 日 曜日 子供 保護者

9 3 〃 プールで遊ぼう 6 6 6 18

10 1 〃 親子でおやつタイム 5 4 6 15

11 5 〃 4 号公園で遊ぼう 10 9 5 24

12 3 〃 クリスマス会 19 14 8 市子育て② 43

1 7 〃 お正月遊び 3 3 7 13

2 4 〃 節句 4 3 6 13

3 4 〃 お雛祭り 4 3 4 11

H29 4 8 土 友達紹介 4 4 7 15

5 13 〃 兜作り 4 4 3 自治会長 12

6 10 〃 幼稚園で遊ぼう 6 5 4 15

7 8 〃 七夕祭り 8 6 5 19

8 12 〃 水遊び 5 1 5 11

9 9 〃 家族皆で遊ぼう 5 4 5 14

10 14 〃 親子でおやつタイム 4 4 3 11

11 11 〃 （ 4号公園雨で）室内 5 4 3 12

12 9 〃 クリスマス会 7 6 6 市子育て② 21

1 13 〃 お正月遊び 9 7 5 21

2 10 〃 節分 6 4 4 腹話術① 15

3 10 〃 お雛祭り 3 3 5 14

H30 4 14 土 4 2 5 11

5 12 〃 端午の節句 5 3 5 13

6 9 〃 幼稚園で遊ぼう 1 3 4

7 14 〃 七夕祭り 3 2 5 10

8 11 〃 水遊び 2 2 2 6

9 8 〃 1 3 4 8

10 13 〃 2 3 5 10

11 10 〃 幼稚園で遊ぼう 3 1 4 8

12 8 〃 クリスマス会 38 21 7 市子育て② 68

1 12 〃 お正月遊び 0 0 4 4

2 9 〃 節分 6 1 4 11

3 9 〃 お雛祭り 1 1 3 5

H31 4 13 土 11 5 5 21

7 13 〃 七夕祭り 9 5 7 21

12 14 〃 クリスマス会 24 13 5 市②腹話術 45

1 11 〃 お正月遊び 2 2 4 8
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味では朝倉台は郊外型ニュータウンの典型例で
あった。
　その朝倉台の事例から見えてきたのは、郊外型
ニュータウンが直面している様々な課題と、それ
に対する国や地方公共団体の政策的サポート体制
の構築と政策的サポートの必要性である。そのな
かでも特に継続性を持ったサポート体制が必要で
あることが見えてきた。朝倉台における子育て支
援の市民活動は政策的サポートが大きな原動力と
なっていたが、その裏返しとして政策的サポート
なしに活動を展開することが難しかったことを意
味している。さまざまな分野の支援政策でも言え
ることだが、政策的サポートに実施期限が設定さ
れていることがあるため、サポート期限が過ぎる
と予算的な裏付けがなくなり市民活動を継続する
ことが困難になるという問題である。「わんぱく
キッズ＆ママ」の場合には、行政による子育て支
援政策が充実したことで、市民活動が提供してい
た子育て支援の公的サービスを行政施策が引き継
ぐことで対応できたが、市民活動の政策的サポー
トの継続性の実現という課題を解消できたわけで
はない。それでも朝倉台の事例から言えるのは、
女性や若者世代が地域社会で活躍できるためには、
国や地方公共団体の継続的な支援政策が必要とい
うことである。この女性や若者世代の支援政策の
充実と継続が、今後の「持続可能な地域コミュニ
ティ」を実現する鍵になるだろう。
　そして最後に、本論文では言及できなかったが、
朝倉台には他の地域課題についても市民ボラン
ティアの取り組みが存在している。その取り組み
の分析を含めて、郊外型ニュータウンは日本社会
の縮図として今後も朝倉台の研究を重ねていく必
要がある。
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年度
開　催　日

行事内容
来　場　者

スタッフ その他 計
月 日 曜日 子供 保護者

2 8 〃 節分 4 2 3 9

3 14 〃 コロナで中止
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